
株 主 各 位

第23回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第23回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「主要な事
業内容」、「主要な拠点等」、「主要な借入先の状況」、「その他企業集団の現
況に関する重要な事項」、「新株予約権等の状況」、「会社役員との責任限定
契約の内容の概要」、「会計監査人の状況」、「業務の適正を確保するための
体制及びその運用状況の概要」、「連結計算書類」の連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表、ならびに「計算書類」の株主資本等変動計算書及び
個別注記表につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、イ
ンターネット上の当社ホームページ（https://www.cyberagent.co.jp）
に掲載しております。

株式会社サイバーエージェント
（証券コード：4751）
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事業報告
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１．主要な事業内容（2020年９月30日現在）

セグメント 事業内容
メディア事業 ABEMA、Ameba、タップル等
ゲーム事業 スマートフォン向けゲーム事業等
インターネット広告事業 広告代理事業・動画広告事業、AI事業等
投資育成事業 コーポレートベンチャーキャピタル事業、ファンド運営等
その他事業 スマートフォンサービス事業、スポーツ事業運営等

２．主要な拠点等（2020年９月30日現在）

当社 本社：東京都渋谷区
㈱Cygames 東京都渋谷区
㈱AbemaTV 東京都渋谷区
㈱CyberZ 東京都渋谷区
㈱マクアケ 東京都渋谷区

３．主要な借入先の状況（2020年９月30日現在）
　記載すべき重要な事項はありません。

４．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　記載すべき重要な事項はありません。
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５．新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
（2020年９月30日現在）

第８回新株予約権 第９回新株予約権 第10回新株予約権

発行決議日 2011年10月27日 2011年12月16日 2012年12月14日

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権の払込金額 無償 無償 無償

権利行使時１株当たりの行使価額 1,252円 1,252円 885円

権利行使期間 2013
2021

年
年
12
12
月
月
17
16
日から
日まで

2013
2021

年
年
12
12
月
月
17
16
日から
日まで

2014
2022

年
年
12
12
月
月
15
14
日から
日まで

新株予約権の行使の条件 （別記１） （別記１） （別記１）
役
員
の
保
有
状
況

区分 取締役（監査等委員を除く） 取締役（監査等委員を除く） 取締役（監査等委員を除く）

新株予約権の数 　30個（注１） 　 1,027個 462個

新株予約権の目的となる株式の数 　6,000株 　 205,400株 　92,400株

保有者数 　２名 　５名 　３名

第11回新株予約権 第12回新株予約権

発行決議日 2015年10月８日 2018年12月19日
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式
新株予約権の払込金額 無償 無償

権利行使時１株当たりの行使価額 １円 １円

権利行使期間 2018
2025

年
年
10
10
月
月
10
９
日から
日まで

2022年12月28日から
2028年12月27日まで

新株予約権の行使の条件 （別記２） （別記２）
役
員
の
保
有
状
況

区分 取締役（監査等委員を除く） 取締役（監査等委員を除く） 社外取締役（監査等委員を除く）

新株予約権の数 500個（注２） 789個 45個

新株予約権の目的となる株式の数 100,000株 78,900株 4,500株

保有者数 　８名 11名 １名

（注）１．取締役２名が保有する新株予約権30個については取締役就任前に付与されたものです。
２．取締役４名が保有する新株予約権83個については取締役就任前に付与されたものです。
３．当社は、2016年10月１日付で、株式１株に対し２株の割合で株式分割を行っております。
従いまして、同日以降に新株予約権を行使する際には、新株予約権の目的となる株式数及び
行使に際して出資される１株当たりの財産の価額が、それぞれ分割割合に応じて調整されま
す。（ただし、第11回及び第12回新株予約権の行使に際して出資される１株当たりの財産
の価額は、１円のままとなります）。

（別記１）新株予約権の行使の条件
１．対象者が、権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役または従業員の地位にあるこ

とを要する。
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２．対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。
３．新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。
４．新株予約権の一部を行使することができる。
５．前各号の他、権利行使の条件については、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権
付与に関する契約に定めるところによる。

（別記２）新株予約権の行使の条件
１．対象者が、権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役または従業員の地位にあるこ

とを要する。ただし、諸般の事情を考慮の上、取締役会が特例として認めた場合はこの限り
ではない。

２．新株予約権の相続は認められないものとする。ただし、諸般の事情を考慮の上、取締役会が
特例として認めた場合はこの限りではない。

３．新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。
４．新株予約権の一部を行使することができる。
５．前各号の他、権利行使の条件については、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権
付与に関する契約に定めるところによる。

② 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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③ その他新株予約権等に関する重要な事項（2020年９月30日現在）
2023年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債に付された新株予約権
2025年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債に付された新株予約権

発行決議日 2018年２月１日 2018年２月１日

新株予約権の数 2,000個 2,000個

新株予約権の目的となる
株式の種類 普通株式 普通株式

権利行使時
１株当たりの行使価額 6,460円 6,270円

権利行使期間 2018
2023

年
年
３
２
月
月
５
３
日から
日まで

2018
2025

年
年
３
２
月
月
５
５
日から
日まで

新株予約権付社債の残高 20,143百万円 20,187百万円

６．会社役員との責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

７．会計監査人の状況

① 名称 有限責任監査法人トーマツ
② 報酬等の額

報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 54百万円
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 177百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区別できませんので、当事業
年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、新収益
認識基準に関する助言指導業務に係る対価を支払っております。

３. 監査等委員会は、会計監査人の監査結果の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの
算定根拠等について、その適切性・妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額につき
同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査
等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。
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８．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

① 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務
ならびに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制について
の決定内容の概要は、以下のとおりであります。
１．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、取締役会により全社的に統括する責任者を
取締役の中から任命し、文書取扱規程、機密情報取扱規程、個人情報保護規程、インサイダー情報
管理規程等に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的記録により、保存する。

２．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　損失の危険の管理につき、緊急時対応規程において具体的なリスクを想定、分類し、有事の際の
迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備する。また、内部監査室は、内部監査規程に基づき、組
織横断的なリスクの状況把握、監視を行い、定期的に取締役会に対してリスク管理に関する事項を
報告する。
３．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務執行の効率性につき、取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透
を図ると共に、この目標達成に向けて各部門が実施すべき具体的な数値目標を担当取締役が定め、
定期的に管理会計手法を用いて目標の達成をレビューし、結果をフィードバックすることにより、
業務の効率性を確保する。
４．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
　取締役及び使用人の職務執行のモニタリングを経営本部が行い、必要に応じて社内教育、研修を
実施する。また、内部監査室は、監査等委員会と連携し、取締役及び使用人の職務の執行に関する
状況把握、監査を定期的に行い、取締役会に報告する。
５．当社ならびにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　取締役会は、担当取締役に対し、当社グループ（当社及び当社子会社をいう。以下同じ。）全体
で達成すべき数値目標を定め、リスクを管理し法令遵守体制を構築する権限と責任を与え、経営本
部はこれらを横断的に推進し、管理する。また、関係会社管理規程を設け、当社グループ各社が
個々の業績を進展させ、当社グループ全体の業績向上に寄与するために、当社子会社の業績に関す
る定期的な報告体制を構築すると共に、当社子会社における一定の重要事項及びリスク情報に関し
ては、当社取締役会に対して、事前に報告することを義務づけ、そのうち一定の事項に関しては取
締役会の付議事項とする。さらに、内部監査室は、当社子会社に対する監査を定期的に行い、当社
取締役会に報告する。

６．当社の監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項

　監査等委員会は、内部監査室所属の使用人に、監査業務に必要な補助を依頼することができる。
７．前号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当社の監査等委員である取締役の当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人は、監査等委員である取締役の職務を補助す
るに際しては、その指揮命令に従う。また、当該使用人の人事異動につき、監査等委員会の意見を
尊重する。
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８．当社の監査等委員である取締役への報告に関する体制
　取締役、経営本部及び内部監査室は、当社グループに関する以下の重要事項を定期的に常勤監査
等委員である取締役に報告するものとし、常勤監査等委員である取締役は監査等委員会において、
当該報告を提出する。
ⅰ．重要な機関決定事項
ⅱ．経営状況のうち重要な事項
ⅲ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
ⅳ．内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項
ⅴ．重大な法令・定款違反
ⅵ．その他、重要事項
　監査等委員である取締役へ報告を行った者について、当該報告をしたことを理由として不利な取
扱いを行わないものとする。
９．その他当社の監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は業務執行取締役及び重要な使用人に対してヒアリングを実施することができると
共に、代表取締役社長、監査法人、法律顧問と意見交換等を実施する。また、監査等委員である取
締役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払い等
の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用等が当該監査等委員の職務
の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等を処理する。

② 業務の適正を確保するための体制の運用の状況
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりで
あります。
１．取締役の職務の執行について
　定時取締役会を月に１回、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、取締役会には業務執行取
締役のほか、独立性を保持した社外取締役及び監査等委員である取締役も出席し、重要な職務執行
に関する意思決定を監督しております。
２．リスク管理体制について
　取締役、経営本部及び当社グループ各社のコンプライアンス担当が連携し、リスク管理体制の強
化、推進に努め、緊急時対応規程において、具体的なリスクを想定、分類し、有事の際の迅速かつ
適切な情報伝達と緊急体制を整備しております。また、内部監査室は、内部監査規程に基づき、組
織横断的なリスクの状況把握、監視を行い、定期的に取締役会に対してリスク管理に関する事項を
報告しております。
３．内部監査の実施について
　内部監査室にて、社内各部署及び当社グループ各社が、法令、定款、社会規範、社内規程、なら
びに業界団体の定めるガイドラインに従い適正な企業活動を行っているか、また、業務フローにお
いて適切な牽制が働いているか否かを、監査等委員会との相互協力の上、書類の閲覧及び実地調査
しております。また、内部監査室は、四半期毎に複数の部署及び当社グループ各社に対して内部監
査を行い、内部監査報告書を作成し、取締役会に対し報告を行っております。
４．監査等委員の職務の執行について
　監査等委員３名（うち社外取締役２名）は、監査等委員会で策定された監査方針ならびに監査計
画に基づいて、取締役会等の重要会議に出席し、取締役の職務執行を監査しております。
　常勤監査等委員は、内部監査室と定期的にミーティングを行い、内部監査の実施状況及び監査結
果について報告を受け、内部監査の実施計画、具体的実施方法、業務改善策等に関し、意見交換を
行うとともに、社内各部署及びグループ企業各社の監査にあたり、内部監査室と連携して、取締
役・使用人からの事情の聴取、書類の閲覧、実地調査等を行っております。
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連結株主資本等変動計算書 （2019年10月１日から2020年９月30日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,203 6,181 61,090 △459 74,015

当期変動額

剰余金の配当 　 　 △4,157 　 △4,157

自己株式の処分 　 130 　 144 274
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 　 1,736 　 　 1,736

連結範囲の変動 　 　 △11 　 △11
親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 6,608 　 6,608

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － 1,867 2,439 144 4,450

当期末残高 7,203 8,048 63,529 △315 78,466

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 5,000 152 5,153 925 30,258 110,352

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △4,157

自己株式の処分 　 　 　 　 　 274
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 　 　 　 　 　 1,736

連結範囲の変動 　 　 　 　 　 △11
親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 　 　 　 6,608

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 5,952 △42 5,909 52 6,913 12,874

当期変動額合計 5,952 △42 5,909 52 6,913 17,325

当期末残高 10,952 109 11,062 977 37,171 127,678

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
ⅰ．連結子会社数 107社
ⅱ．主要な連結子会社の名称
㈱AbemaTV
㈱マッチングエージェント（2020年11月１日㈱タップルへ社名変更）
㈱Cygames
㈱Craft Egg
㈱サムザップ
㈱CAM
㈱CyberZ
㈱サイバーエージェント・キャピタル
㈱マクアケ
㈱ゼルビア

② 主要な非連結子会社の名称等
ⅰ．主要な非連結子会社の名称
MicroAdSEA Philippines Inc.

ⅱ．連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称
ⅰ．持分法を適用した非連結子会社又は関連会社数 12社
ⅱ．主要な会社等の名称
AWA㈱
㈱AbemaNews

② 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な会社等の名称等
ⅰ．主要な会社等の名称
MicroAdSEA Philippines Inc.

ⅱ．持分法を適用しない理由
　持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社はいずれも、それぞれ当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用
対象から除外しております。

③ 議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち
関連会社としなかった会社等の名称等

ⅰ．当該会社等の名称
㈱Kaditt 他

ⅱ．関連会社としなかった理由
　当社の営業目的である投資育成のために取引したものであり、営業、人事、資金その他の
取引を通して、投資先会社の支配を目的としたものではないため関連会社としておりませ
ん。
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（3）連結範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
① 連結の範囲の変更
　㈱OEN他６社は新規設立等により、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
　㈱サイバーエージェントRPA他９社は解散等により、㈱ブックテーブル他３社は吸収合併によ
り、㈱REAL SPORTSは株式売却により、連結の範囲から除外しております。

② 持分法の適用の範囲の変更
㈱CyberLDH他２社は新規設立により、当連結会計年度より持分法の適用範囲に含め、㈱ソニッ
クムーブは株式売却により、㈱きざしカンパニーは解散により、持分法の適用範囲から除外してお
ります。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、塞博艾堅特（北京）投資咨詢有限公司他７社の決算日は12月31日、㈱ゼル
ビアの決算日は１月31日、MicroAd India Private Limitedの決算日は３月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日において、連結計算書類作成の基礎となる計算書
類を作成するために必要とされる決算を行っております。

（5）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ．その他有価証券（営業投資有価証券を含む）
ａ．時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法により算定）を採用しております。
ｂ．時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

ⅱ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ⅰ．有形固定資産
　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は建物及び構築物５～38年、工具、器具及
び備品５～８年であります。
ⅱ．無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については社内における見込利
用可能期間（５年以内）に基づいております。
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③ 重要な引当金の計上基準
ⅰ．貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
ⅱ．勤続慰労引当金
　従業員の勤続に対する慰労金の支出に備えるため、内規に基づく支給見込額を計上しておりま
す。
④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
ⅰ．のれんの償却に関する事項
　個別案件毎に判断し、20年以内の合理的な年数で償却しております。なお、金額的に重要性
のない場合には、発生時に全額償却しております。
ⅱ．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
ⅲ．連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。
ⅳ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８

号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単
体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行
に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の
取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018
年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前
の税法の規定に基づいております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

　(1)前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めておりました「為替差損」（前連結会
計年度37百万円）は、当連結会計年度において、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、区
分掲記しております。
(2)前連結会計年度において、区分掲記していた特別利益の「事業譲渡益」(前連結会計年度737百
万円）は、当連結会計年度において、特別利益の総額の100分の10以下となったため、「その他」に
含めて表示しております。
　(3)前連結会計年度において、区分掲記していた特別損失の「移転費用」(前連結会計年度2,769百
万円）は、当連結会計年度において、特別損失の総額の100分の10以下となったため、「その他」に
含めて表示しております。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 126,426,600株

（2）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額
2019年12月13日開催第22回定時株主総会決議による配当に関する事項

決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年12月13日
定時株主総会 普通株式 4,157 33 2019年９月30日 2019年12月16日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2020年12月11日開催予定の第23回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年12月11日
定時株主総会 普通株式 4,288 利益

剰余金 34 2020年９月30日 2020年12月14日

（3）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
第８回新株予約権 第９回新株予約権 第10回新株予約権 第11回新株予約権

発行決議日 2011年10月27日 2011年12月16日 2012年12月14日 2015年10月8日

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 6,000株 234,400株 92,400株 169,800株

2023年満期ユーロ円建転換社債型
新株予約権付社債に付された新株予約権

2025年満期ユーロ円建転換社債型
新株予約権付社債に付された新株予約権

発行決議日 2018年２月１日 2018年２月１日

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 3,095,975株 3,189,792株

４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、メディア事業、ゲーム事業及びインターネット広告事業といった、インター
ネットユーザー及び広告主の両方向に接点を持ったインターネット総合サービスを提供してお
り、当該サービスから発生する資金負担の可能性に備えるため、手許流動性の維持、転換社債型
新株予約権付社債の発行に加え、複数の取引金融機関と当座貸越契約を締結し、資金需要に備え
ております。
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② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券及び組合出資金等であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動
リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。
③ 金融商品に関するリスク管理体制
ⅰ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、取引先審査・与信管理ガイドラインに従い、新規取引先等の審査及び与信管
理を行っております。また、経理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理部門
と経理部門の協働により、取引先ごとに期日及び残高の管理をするとともに、主要な取引先の状
況を定期的にモニタリングすることにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。
ⅱ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務
状況を把握しており、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　2020年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれてい
ません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

① 現金及び預金 102,368 102,368 －
② 受取手形及び売掛金 58,550 58,550 －
③ 営業投資有価証券 14,437 14,437 －
④ 投資有価証券 5,735 5,735 －

資産計 181,091 181,091 －
① 買掛金 （42,966） （42,966） －
② 未払金 （13,519） （13,519） －
③ 未払法人税等 （9,458） （9,458） －
④ 転換社債型新株予約権付社債 （40,331） （48,850） △8,518

負債計 （106,274） （114,793） △8,518

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金
　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

③ 営業投資有価証券、④ 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負 債
① 買掛金、② 未払金、③ 未払法人税等
　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

④ 転換社債型新株予約権付社債
　転換社債型新株予約権付社債の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づ
き算定しています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
営業投資有価証券

非上場株式 7,706
非上場債券 56
投資事業組合等への出資金（＊） 1,895

合計 9,658
投資有価証券

非上場株式 2,180
投資事業組合等への出資金（＊） 270

合計 2,450

（＊）投資事業組合等への出資金のうち、投資事業組合等の組合財産が非上場株式など時価を把握する
ことが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象としてお
りません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 102,368 － － －

受取手形及び売掛金 58,550 － － －

（注４）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

転換社債型新株予約権付社債 － 40,000 － －

５．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 709円81銭
（2） １株当たり当期純利益 52円41銭

６．重要な後発事象に関する注記
　該当する事項はありません。

2020年11月09日 13時25分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



計算書類

14

株主資本等変動計算書（2019年10月１日から2020年９月30日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 7,203 2,289 535 2,825 73,450 73,450

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 △4,157 △4,157

自己株式の処分 　 　 130 130 　 　

当期純利益 　 　 　 　 17,723 17,723
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － 130 130 13,566 13,566

当期末残高 7,203 2,289 666 2,956 87,016 87,016

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △459 83,019 4,925 162 5,087 922 89,029

当期変動額

剰余金の配当 　 △4,157 　 　 　 　 △4,157

自己株式の処分 144 274 　 　 　 　 274

当期純利益 　 17,723 　 　 　 　 17,723
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 5,851 △22 5,829 41 5,870

当期変動額合計 144 13,841 5,851 △22 5,829 41 19,712

当期末残高 △315 96,860 10,777 139 10,916 963 108,741

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券（営業投資有価証券を含む）
ⅰ．時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は主として移動平均法により算定）を採用しております。
ⅱ．時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法
　商品及び仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は建物５～15年、工具器具備品５～８年で
あります。
② 無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については社内における見込利
用可能期間（５年以内）に基づいております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 勤続慰労引当金
　従業員の勤続に対する慰労金の支出に備えるため、内規に基づく支給見込額を計上しておりま
す。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果の適用
　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)において創設されたグルー
プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた
項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関す
る取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適
用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいておりま
す。

２．表示方法の変更に関する注記
　該当する事項はありません。
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３．貸借対照表に関する注記
　関係会社に対する金銭債権及び債務（区分表示したものを除く。）は次のとおりであります。
短期金銭債権 8,733百万円
短期金銭債務 3,615百万円

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引は以下のとおりであります。
営業取引による取引高の総額
売上高 39,760百万円
売上原価 22,108百万円
販売費及び一般管理費 6,902百万円
営業取引以外の取引による
取引高の総額 8,751百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 297,742株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
営業投資有価証券評価損 429百万円
貸倒引当金 2,145百万円
ソフトウェア償却費 656百万円
関係会社株式評価損 1,010百万円
未払金 650百万円
未払事業税 197百万円
勤続慰労引当金 381百万円
株式報酬費用 268百万円
その他 935百万円
繰延税金資産 小計 6,675百万円
評価性引当額 △3,283百万円
繰延税金資産 合計 3,392百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △4,576百万円
資産除去債務 △218百万円
繰延税金負債 合計 △4,794百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △1,402百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記
（1）当社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等
　該当する事項はありません。

（2）当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等

の所有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社

㈱AbemaTV （所有）
直接 55.2

役員の兼任
出向等

資金の貸付
（注１） 16,550 関係会社

長期貸付金 87,750

利息の受取
（注１） 231 ― ―

㈱7gogo （所有）
直接 51.0

役員の兼任
出向等

資金の貸付
（注１） ―

関係会社
長期貸付金
（注２）

3,280

利息の受取
（注１） 8 ― ―

関連会社

AWA㈱ （所有）
直接 48.5

役員の兼任
出向等

資金の貸付
（注１）

― 関係会社
長期貸付金
（注３）

3,000

利息の受取
（注１） 17 ― ―

㈱AbemaNews （所有）直接 50.0 役員の兼任等

資金の貸付
（注１） 487 関係会社

長期貸付金 3,600

利息の受取
（注１） 9 ― ―

（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注２）3,280百万円の貸倒引当金を計上しております。
（注３）3,000百万円の貸倒引当金を計上しております。
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（3）当社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 会社等の名称
または氏名

議決権等
の所有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

役員及び
その近親
者

日高 裕介
（被所有）
直接 0.69
間接 ―

取締役副社長
ストック・
オプションの
権利行使

11 ― ―

岡本 保朗
（被所有）
直接 0.07
間接 ―

専務取締役
ストック・
オプションの
権利行使

24 ― ―

中山 豪
（被所有）
直接 0.30
間接 ―

常務取締役
ストック・
オプションの
権利行使

11 ― ―

小池 政秀
（被所有）
直接 0.05
間接 ―

常務取締役
ストック・
オプションの
権利行使

11 ― ―

内藤 貴仁
（被所有）
直接 0.07
間接 ―

取締役
ストック・
オプションの
権利行使

11 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）2011年10月27日及び2015年10月８日開催の取締役会決議、2011年12月16日、2012年12

月14日及び2014年12月12日開催の定時株主総会決議により、付与されたストック・オプショ
ンの当事業年度における権利行使を記載しております。
なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式
数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 854円50銭
（2） １株当たり当期純利益 140円59銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当する事項はありません。
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